
新規・拡充事業評価票

【１９】幼児教育の保護者負担の軽減策に係る調査研究①事 業 名

②主管課及び関 主管課：初等中等教育局幼児教育課（蒲原 基道）
（ ）係課 課長名

③施策目標及び 施策目標２－１ 確かな学力の育成
達成目標 達成目標２－１－６ 幼稚園と保育所の連携を一層促進し 「認定子ども園 （就学前、 」

の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設）の設置を可
能とするとともに、幼児期から「生きる力」の育成を図る。

④事業の概要 【対象】幼児教育の保護者負担の軽減策について
【手段】データの収集、海外事例の研究や有識者による検討等の実施により、標準的な
幼児教育経費等の分析・検証を行うことを通じて、
【意図】効果的・効率的な在り方を見出すことを目指すものである。

⑤予算額及び 平成１９年概算要求額：２２百万円
事業開始年度 事業開始年度：平成１９年度

⑥広報計画 本事業については、文部科学省 等において事業の実施を周知するとともに、一般HP
国民のうち、特に就学前の子どもを持つ保護者に対しては、最も望まれる負担の軽減策
の在り方について意見を求める際に、事業概要資料を活用するなどにより、事業の趣旨
についての理解を促すこととする。

⑦事業開始時に 〔拡充事業の場合のみ記入〕
おいて得よう
とした効果

⑧得られた効果 〔拡充事業の場合のみ記入〕

⑨得ようとする 【得ようとする効果】 ⑩達成年度
効果及び上位 本調査研究の成果を踏まえ、効果的・効率的な幼児教育の
目標との関係 保護者負担の軽減策を推進することにより、希望するすべて 平成２０年度

の幼児に対して幼児教育を受ける機会を実質的に確保すると
共に、少子化対策に資する。

【上位基本目標・達成目標との関係】
質の高い幼児教育を受ける機会を実質的に確保することに

より、幼児期から「生きる力」の育成が一層図られることに
なる。

⑪必要性 達成目標２－１－７幼児期から「生きる力」の育成を図るためには、質の高い幼児教
育を受ける機会を実質的に確保することが不可欠であり、幼児教育に係る保護者負担の
軽減が最も効果的である。一方で、厳しい財政状況の中で、効率的な負担軽減策の実施
が求められるところであり、本事業の達成目標に対する貢献度は高く、本事業を実施す
ることが妥当である。

⑫効率性 本事業の成果により、効果的・効率的な保護者負担の軽減策の在り方が見出されるこ
とになる。幼児教育の保護者負担の軽減に要する財政規模は実施する施策の内容による
が、将来にわたり継続的に実施されることから、効果的・効率的な実施により大きな効
果が期待できる。

⑬想定できる代 幼児教育の保護者負担の軽減は、投入する財政規模を拡大することで実現可能である
替手段との比 が、単に財政規模を拡大していくだけでは、効果的・効率的な成果を引き出すことはで
較考量 きない。本事業は、効果的・効率的に幼児教育の保護者負担の軽減策を推進するために

重要な意味を持つ。

⑭ 指標・参考指 【参考指標】
有 標 幼児教育の保護者負担の軽減割合

幼児教育を受ける子どもの割合
効 本事業の成果である軽減策在り方に対する満足度



性 効果の把握の 本事業の成果を踏まえ、幼児教育の保護者負担の軽減策を推進する。
仕方

得ようとする 得ようとする効果を効果的に達成するための方策を調査研究する事業であり、本事業
効果の達成見 の成果を踏まえて幼児教育の保護者負担の軽減策を進めることにより、得ようとする効
込み及びその 果が達成されるものと見込まれる。
判断根拠

⑮公平性、優先 [政策の特性に応じて、必要により評価]
性

⑯評価に用いた 幼児教育の保護者負担の軽減については、
データ・情報 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６ （７月７日閣議決定）」
・外部評価等 「新しい少子化社会対策について （６月２０日政府与党合意）」

にも明記されている。

⑰備 考



幼児教育の保護者負担の軽減策に係る調査研究（新規）

幼児期は、将来にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期であり、このよ
うな時期に、質の高い幼児教育が提供されることは極めて重要。
このため、希望する全ての幼児に対し、幼児教育の機会が実質的に確保さ

れるよう、保護者負担の軽減が求められているところである。
また、少子化対策としても、幼児教育に係る保護者負担の軽減は要望が強

く、政府として重点的に取り組むべき重要な課題である。

背 景

幼児教育の提供に要
する標準的な経費

子育て世帯の家計と幼
児教育費負担の状況

諸外国における幼児
教育に対する公的負
担と税財政の仕組み

平成１９年度概算要求額：２２百万円

事業の概要

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣
議決定）に基づき、幼児教育の保護者負担の軽減策を充実するための調査研
究を行う。

データの収集・分析、アンケート調査、有識者による検討

幼児教育を受ける機会を確保

効果的・効率的な幼児教育の保護者負担の軽減策

施 策 の 推 進




